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　（趣旨）

第１条　この規則は、和光市地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例（平成２１年条例第２５号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。

第２章　建築基準法に基づく建築物の用途等に関する制限

（許可申請）

第２条　条例第１０条の規定による許可（以下「許可」という。）を受けようとする者は、許可申請書（様式第１号）に建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号）第１条の３第１項１の表に掲げる付近見取図、配置図、各階平面図及び２面以上の立面図を添えて、市長に提出しなければならない。

２　市長は、前項に定める図書のほか、許可に関し必要な資料の提出を求めることができる。

３　市長は、第１項の規定に基づいて許可したときは、許可通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。

（許可申請の取下げ）

第３条　許可申請の取下げをしようとする者は、許可申請取下届（様式第３号）を市長に届け出なければならない。

（建築主の変更）

第４条　建築主は、許可を受けた建築物の工事完了前に建築主に変更があったときは、建築主名義変更届（様式第４号）に許可通知書を添えて、速やかに市長に届け出なければならない。

（許可工事の取りやめ）

第５条　建築主は、許可を受けた建築物の工事を取りやめたときは、許可工事取りやめ届（様式第５号）に許可通知書を添えて、速やかに市長に届け出なければならない。

第３章　景観法に基づく建築物等の形態意匠に関する制限

（認定申請）
第６条　条例第１２条第１項の申請書の提出は、認定申請書（様式第６号）に、別表に掲げる図書を添付して行うものとする。ただし、建築物等の建築等又は建設等の規模が大きいため、同表備考欄に掲げる縮尺の図面では適切に表示できない場合には、当該建築物等の規模に応じて、市長が適切と認める縮尺の図面をもって、これらの図面に替えることができる。　

２　前項の申請書及び添付図書の提出部数は、正本１部及び副本１部とする。

３　前２項の規定にかかわらず、市長は、別表に掲げる図書の添付の必要がないと認めるときは、これを省略させることができる。

（認定申請の取下げ）

第７条　前条の規定により提出した申請書の取下げをしようとする者は、認定申請取下届（様式第７号）により市長に届け出なければならない。

（認定証の様式）

第８条　条例第１２条第２項及び第１５条第３項の認定証の様式は、計画適合認定証（様式第８号）とする。

２　前項の認定証の交付は、第６条第１項の申請書又は第１６条第１項の通知書の副本及びその添付図書を添えて行うものとする。

　（建築物等の工事主等の変更）

第９条　工事主は、条例第１２条第２項の規定により認定証の交付を受けた建築物等の工事完了前に工事主、設計者、工事監理者又は工事施工者に変更があったときは、工事主等名義変更届（様式第９号）により、速やかに市長に届け出なければならない。

（認定工事の取りやめ）

第１０条　工事主は、条例第１２第２項の規定により認定証の交付を受けた建築物等の工事を取りやめたときは、認定工事取りやめ届（様式第１０号）に計画適合認定証を添えて、速やかに市長に届け出なければならない。

（通知書の様式）

第１１条　条例第１２条第３項及び第１５条第３項の適合しないものと認めた旨及びその理由を記載した通知書の様式は、計画不適合通知書（様式第１１号）とする。

２　前項の通知書の交付については、第８条第２項の規定を準用する。

３　条例第１２条第３項及び第１５条第３項の適合するかどうかを決定することができない旨及びその理由を記載した通知書の様式は、期間内に認定できない旨の通知書（様式第１２号）とする。

（工事着手の制限の例外）

第１２条　条例第１２条第４項及び第１５条第４項の規則で定める工事は、根切り工事、山留め工事、ウェル工事、ケーソン工事その他基礎工事とする。

（違反建築物等に対する命令）

第１３条　条例第１３条第１項の規定による処分は、違反建築物等是正等命令書（様式第１３号）により行うものとする。

　（違反建築物等の公示の方法）

第１４条　条例第１３条第２項の規則で定める方法は、和光市公告式条例（昭和２５年条例第６１号）第２条第２項に規定する掲示場への掲示、広報紙及びホームページへの掲載その他市長が必要と認める方法とする。

（違反建築物等の設計者等の通知）

第１５条　条例第１４条の規定による通知は、当該通知に係る者について建築士法（昭和２５年法律第２０２号）、建設業法（昭和２４年法律第１００号）又は宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）の規定による免許、許可又は登録をした国土交通大臣又は都道府県知事に対して行うものとする。

２　前項の通知は、文書をもって行うものとし、当該通知には、違反建築物等是正等命令書の写しその他の命令の内容を記載した書面を添付するものとする。

（国の機関等の建築物等の計画の通知）
第１６条　条例第１５条第２項の規定による通知は、地区計画の区域内における建築物等の計画通知書（様式第１４号）に、別表に掲げる図書を添付して行うものとする。

２　前項の通知については、第６条第１項ただし書並びに同条第２項及び第３項の規定を準用する。

（違反建築物等に対する通知）

第１７条　条例第１５条第５項の規定による通知は、違反建築物等是正等通知書（様式第１５号）により行うものとする。

（工事現場における認定の表示の方法）

第１８条　条例第１６条第１項の表示は、和光市地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例による計画適合認定済の標識（様式第１６号）により行うものとする。

　（工事完了の届出）

第１９条　条例第１７条の規定による届出は、工事完了届（様式第１７号）により行うものとする。

（報告及び立入検査）

第２０条　市長は、条例第１９条第１項の規定により、建築物等の所有者、管理者若しくは占有者、工事主、設計者、工事監理者又は工事施工者に対し、当該建築物等につき、その建築等又は建設等に関する工事のうち屋根、外壁、門、塀その他屋外に面する部分に係るものの計画又は施工の状況を報告させることができる。

２　市長は、条例第１９条第１項の規定により、その職員に、建築物等の敷地又は工事現場に立ち入り、当該建築物等の屋根、外壁、門、塀その他屋外に面する部分及びこれらに使用する建築材料並びに設計図書その他の関係書類を検査させることができる。

（身分証明書の様式）

第２１条　条例第１９条第２項の身分を示す証明書は、身分証明書（様式第１８号）とする。

第４章　雑則

（その他）

第２２条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

この規則は、公布の日から施行する。

附　則（平成２５年規則第２８号）

この規則は、平成２５年９月１日から施行する。

別表（第６条、第１６条関係）

	図書
	明示すべき事項
	備考

	付近見取図
	方位、縮尺、周辺の道路、目標となる地物、隣接地における建築物
	縮尺２，５００分の１以上とすること。　

	
	の位置
	

	配置図
	方位、縮尺、敷地の境界線、建築物等の位置、土地の高低、敷地に接する道路の位置
	縮尺１００分の１以上とすること。

	建築物等の立面図
	縮尺、各部分の色彩、色彩のマンセル表示


	　縮尺５０分の１以上と

　すること。

　すべての立面を表示し

　た４面以上（市長が認め

　る場合は２面又は３面）

　を明示すること。

	現況写真
	敷地及びその周辺の現況
	

	市長が必要と認める図書
	
	


　備考　この表において「マンセル表示」とは、日本工業規格Ｚ８７２１で定める色相、
　　　明度及び彩度の三属性による色の表示をいう。
